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国内市場の歪み と貿易干渉
池 間 誠
1は じ め に
国内における商品市場 と生産要素市場で完全競争の諸条件がみた されてい
る場合には,経 済厚生は封鎖経済下よりも自由貿易下において高 くなる。 し
か しなが ら,完 全競争 の 諸条件の うち,い ずれかがみたされな くなった場
合,換 言すれば商品市場や生産要素市場に何 らかの 「歪み」("Distortion")
が存在す る場合には,封 鎖経済下よりも自由貿易下において経済厚生が高 く
なるか否かは一・義的ではない。とはいえ,こ のことは,国 内価格 と国際価格
とを差別するという意味での保護貿易政策に よって,自 国の経済厚生を自由
貿易下のそれよりも高め得ることを,必 らず しも主張するものではない。国
内市場に歪みが存在する場合には,次 の2つ の命題が成立することは,既 に
認め られている。すなわち,第1に,国 内市場に歪みが存在す るときには,
輸入関税とか輸出税 という保護貿易政策 よりも,む しろ是正 しようとする歪
みの性質に従って,別 の政策(補 助金政策等)が 必要であるとい う命題であ
る。第2の 命題は,も し国内市場に歪みがあるときに,保 護貿易政策が採用
されるな らば,そ の結果としては,達 成可能な経済厚生をもた らさないばか
りでな く,さ らには 自由貿易下で得 られたであろう経済厚生の水準 よりも低
い厚生水準を享受させ られるであろ う,とい うことである。
国内市場の歪みには様々なものがある。(1)産業間で界産要素が移動 しな
*本 稿は小樽商科大学の経済研究会において,1971年3月6日に報告したものに
もとついている。麻田四郎教授をはじめとする出席者の方々,及び本学の若林信
夫講師からコメソトを得た.また,一橋大学の小島清教授,山沢逸平助教授,そ
して大学院生の佐竹正夫君から有益なコメントを得る機会を得た.記して感謝す
る次第である.
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い,(2)生産要素価格が伸縮的で ない,(3)賃金格差 が産業間 に存在す る,(4)
規模 の(不)経 済や独 占が存在す る,こ れ らのいずれ の場合に も国内市場 に
歪みが存在す るのであ る。(3)と(4)のケースについては,こ れ までに多 くの
(1)
分析が行なわれてきた。 しか しなが ら,(1)と② そ してこの両者の組合わせ
(2)(3)
については,わ ずかにG.ハ ーバ ラー とH.G.ジ ョソンが 分析 してい るの
みであ る。 しか し,G.ハ ーバ ラーに しろ,H.G.ジ ョン ソンに しろ,産 業
間要 素不移動や要素価格硬直性が存在す る場合,貿 易後の生産点が どこに決
まるかの説 明は,不 明解ではないが理解 しに くい。生産 点を一義的に確立す
る ことは,貿 易利益 の分析 に とつて不可欠であ る。本稿 の課題は,生 産 可能
曲線 の新 しい一つの導 き方 を提示す る ことに よって,産 業間要素不 移動や要
素価格硬直性が存在す る場 合の生産点を明確 に規定 し,そ れに基づいて,こ
れ らの歪み と保護貿易政策についての,上 述の2つ の命題 を考察す る ことに
ある。
皿 生産可能曲線の導出
産業間要素不移動や生産要素価格硬直性が存在す る場合に,自 由貿易下の
経済厚生が封鎖経済下のそれ より高 くなるか否かを分析する前に,歪 みが存
在 しない標準的な貿易モデルを考察 しよう。通常,標 準的な貿易モデルは,
生産可能曲線か,ま たはエ ヅジワース ・ボックス ・ダイアグラムによって記
(1)た と え ば,Bhagwati,J・andRamaswami,v・K,"DomesticDistortions,
TariffsandtheTheoryofOptimumSubsidy,"lournal()fPoliticalEcoveomy,
vol.71.no.1(Feb.,1963);Bhagwati,J・,Ramaswami,v・K,andsriniuasan,
T.N."DomesticDistortions,Tariffs,andtheTheoryofOptimunSubsidy:
SomeFurtherResults,"∫ournal()fPoliticalEconompt,vo1.77,no.6(Nov./
Dec.,1969);1(emp,M.C.,andNegishi,T.,"DomesticDistortions,Tariffs,
andtheTheoryofOptimumSubsidy,"ノOurnαlofPoliticalEconomy,vol.77,
no・6(Nov・/Dec・ ・1969),及 びJohnson,H.G.,・ ・OptimalTradeIntervention
inthePresenceofDomesticDistortions,"inCaves,R.E,Kennen,P.B.,
andJohnson,H.G.,(eds.),Traae,Gro2vthan4theBαlance()fpaηments(North
HoUand,1965).
(2)Harberler,G.,"SolneProblemsinthePureTheoryofInternational
Tradeノ'EconomicJournα1,vol.60・no.230(June,1950)・
(3)Johnson,H・G・,oP・cit・ と く に そ の 第5節 を 参 照 せ よ.
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述される。 しか し,生産可能曲線による分析にあっては,商 品相対価格 と各
財生産量は陽表的に表わされるが,生 産要素価格(比 率)と 生産要素雇用量
とは,可 能曲線の背後におしや られている。他方,ボ ヅクス ・ダイアグラム
を用いると,各 財生産量 ・生産要素価格 ・生産要素雇用量は明示的に表わさ
れるが,商 品相対価格は ダイアグラムか らは直接的には読みとれない。それ
ゆえ,い ずれの1つ を採用す るに しても,上 の4つ の変数を同時に視覚的に
捉えることはできない。 もし,これ らの変数を同時的に捉えようとするな ら
ば,生 産可能曲線 と ボ ヅクス ・ダイアグラムを 併用せざるをえない。 しか
(4)(5)
し,そ うすることはいささか面倒である。
本節においては,商 品相対価格←→生産要素価格比率←→各産業での要素
雇用量←→各財生産量 という一連の関係を1つ の 図によって 明示的に 表わ
し,生産可能曲線を導 こうと思 う。 これ らの一連の関係を図示すれば,次 節
以下で分析す る問題,す なわち産業間要素不移動 と要素価格硬直性とが存在
する場合に,生 産点が どうなるかとい う問題に,明 解に答えることができる
であろ う。
さて通常のように,商 品市場 ・要素市場での完全競争を仮定 しよう。財は
xとyの2財 のみであり,両 財共に2つ の生産要素,労 働Lと 資本Kを
用いて生産 され,ま た両生産要素は全部雇用されるものと仮定 しよう。 さら
(6)
に生産関 数は一次同次であ り,次 の ように表 わ され るもの とす る。
(4)両 者 を 併 用 した も の の 古 典 的 例 と し て,た と え ば,Stolper,W・F・,and
Samuelson,P・A.,"ProtectionandRealWages,"ReviewofEconoinicStztaligs,
voL9(1941),reprintedinReadings伽the1'heorY(ゾJnternationalTrαde(Allen
andUnwin,1950)を 見 よ 。
㈲ な お,ボ ッ ク ス ・ダ イ ア グ ラ ム の 中 に 直 接 的 に 生 産 可 能 曲 線 を 含 む も の と し て
は,Savosnick,1(urt,ttTheBoxDiagra]mandtheProductionPossibility
Curve,"EconomishTi4shrift,(1958)およ びKennen,PeterB.,"Distribution,
Demand,andEquilibriuminInternationalTrade:ADiagrammatic
Analysis,"Kyhlos,voLXII(fasc.4,1959),reprintedinCaves,R.E.,and
Johnson,H・G・(eds・),Reaaings伽InternαtionαlEconomios(GeorgeAllenand
Unwin,1968)が あ る .本 稿 で の 生 産 可 能 曲 線 の導 出 の 仕 方 は,こ れ ら両 者 とは
alternativeであ る と考 え る の で は な く,complementaryで あ る と考 え て 頂 け
れ ば よ い.
〈6)以 下 の ⑯ 式 ま で に つ い て は,小 島 清r外 国 貿S」一一 全 訂 増 補 版 一 』(春 秋 社,
昭 和41年),185～198頁 を 参 照 せ よ.
、
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(1)X=Lxプ(hx),
(2)y・.L,8(hy),
ここでL。・Lyは それぞれX財 とY財 産業に 雇用 されてい る 労働量 であ
り,砺 ・馬 はX財 とY財 産業 での資本:労 働比率(資 本集約度)で ある。
各財産業におけ る各生産要 素の限界生産力は正であ るが,逓 減す るもの と仮
定す る。最後に,い か なる要 素価格 比率の下 において も,x財 はy財 に比
べ て常に労働 集約 的である。 す なわ ち 梶く馬 が成立す るもの と仮定す る。
以上 の諸仮定 の下では,賃 金率(va)と 利 子率(R)は それ ぞれ労働力及
び資本 の限界生産 物の価値に等 しい。すなわち,
(3)W・=Px(f一楊ノ')=・P〃(9-k"9')・
(4)R==Pxf'=1㍉8'・
ただ し・P・・P・はそれぞれX財 及びY財 の価 格であ り,f'≡轟(X財 産
∂y
業での資本の限界生産物),9'≡∂K
y(y財産業での資本の限界生産物)で あ り,仮
定により両都 共旺 であるが♂ ≡鐸 く曜 ≡鐸<・ である.さ
て ③ 式 と(4)式か ら,ω≡w/R(要素価格比率)と すれば,次 式を得 る。
(5)ω一4-r野
上の式を要素集約度に関 して微分す ると,
(6)農一一姿 〉・・
⑦ 畿 一婁 〉α
を得る,す なわち,要 素集約度は賃金:利 子率比率が大 きくなればなるほど
高 くなる。
他方,④ 式により,
(8)葺一チ ・
である。(6)式と ⑦ 式 を考慮 して,(8)式を ω に関 して微分す る と次式を得
る。
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(9)d(雛)一 夢(録)
一夢(hy-hx)〉・
なぜな ら,(5)式よりg/g'-f/f'一砺一馬 であ り,仮定により 砺>hxである
か らである。(9)式の示 していることは,賃 金が利子率に 比べて相対的に上
昇するな らば,労 働を相対的に多 く用いるX財 の価格が資本を相対的に多
く用いるY財 の価格 よりも相対的に高 くなるとい うことである。
(8)式は商品相対価格 と要素価格比率との 一対一の関係を与えている。 す
なわち,商 品相対価格が与え られれば,要 素価格比率もそれに応 じて決定 さ
れるのであ り,(8)式によって 商品相対価格←→要素価格比率とい う関係が
示 されるのである。そ こで今度は,要 素価格比率←→各産業での要素雇用量
という関係を導 こう。両要素共に完全雇用 されていると仮定 しているか ら,
⑩lxhx+zあ=k
⑪ ら+ら=1
が成立す る。 ここで たは(所 与の)総 資本:労 働比率であ り,ら と ら はそ
れぞれX財 とy財 産業で雇用 されている労働量が総労働量に占める割合で
ある(簡単に各財への労働配分比重と呼ぼう)。⑪ 式を ⑩ 式に代入 して,整 理す
ると,
?
?
?
?
?
?』?
⑬ ら一農,
yx
を得 る。 ここで 梶 や 砺 はそれぞれ要素価格比率 ω の関数である。 そ こ
で,⑫ 式及び ⑬ 式を要素価格比率 ω に関 して微分 し,さ らに整理すると
次式を得る。
⑭ 藷 一耐 皇梶)〉α
⑮{旛 一一瀬 皇梶)<・
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ただい ≡舞 藷 一舞 砦 であ腰 素の代替弾力性である・仮定
により,要素集約度の逆転は生 じないか ら,両 財産業における要求の代替弾
力性は等 しく,も ちろん,σ>oで ある。 ⑭ 式か らわかるように,要 素価格
比率が上昇す るにつれて,X財 産業への労働配分比重は高まるであろう。他
方,⑮ 式か らわかるように,要 素価格比率が上昇す るにつれて,Y財 産業
への労働配分比重は低 くなるであろう。なお,労 働配分比重のとり得 る範囲
は0か ら1の間であ り,要素価格比率の変動領域 もそれに よって画され るこ
とを注意 しておこう。
⑭ と ⑮ の両式を考慮 した ⑫ と⑱ の両式に よって,要 素価格比率 と労働
配分比重 との関係は明らかとなった。今度は労働配分比重 と各財の生産量 と
の関係を与え よう。さて(1)式と(2)式の両辺をそれぞれ総労働量で割ると,
⑯ κ冨ら∫(んの,
⑰y・=1,9(ky),
を得る。Xと 」,はそれぞれ総労働量1人 出りの各財生産量である。 各財の
(1人当 り)生産量 と労働配分比重との 関係をみるために,各 財生産量の労
働配分比重に関する弾力性を求めると,次 のようになる。
。瞭 岳一皇卜 憺 ・制
α吟 舞}[9+ん鴫 ・制
こ こで4砺/4ω 一σ・hx/ω,4馬/ata・oky/ω,1../x・-1/f,1,/Pt=1/gと書 き か え
られ る こ とに 留 意 し,⑫ 式 及 び ⑬ 式 そ して さ らに ⑭ 式 と ⑮ 式 を そ れ ぞ れ
上 の 両 式 に 代 入 す る と,
⑱ 争 ・一舞 一・+チ ・kx(81z'=-132h).≧1・
⑲ 夢 ・驚 一1÷hu(㌃ 瑞)≦1・
を得る。そこで通常のオッフ ァー ・カーブの弾力性の導 き方を考えれば明ら
かな ように,x財 の(1人 当 り)生産量はx財 への労働配分比重が増加す
るにつれて逓減的に増加 し,y財 の(1人 当 り)生産量はY財 への労働配
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(?)
分比重が増加するにつれて逓増的に増加す るであろ う。
以上,わ れわれは商品相対価代←→生産要素価格比率←→各産業での要素
雇用量←→各財生産量 とい う一連の諸関係を導いた。 これ らの関係を図に示
す と,第1図 のようになる。まず,西 南の領域では,縦 軸に要素価格比率,
第1図
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(7)⑯ 及 び ⑲ 式 か ら次 の こ とが わ か る.す なわ ち,も し両 財 の 要 素 集 約 度 が 等 し
け れ ば(妬=k=砺 な らば),(18)式と ⑲ 式 は共 に1に 等 し くな り,そ れ ゆ え 生 産
可 能 曲線 は点 α と点 δ を 結 ぶ 直 線 で 示 され るで あ ろ う 「生 産 可 能 曲 線 が 原 点
に 対 してconcaveで あ るた め に は.砺 ≠妬 で なけ れ ば な らな い 」 とい う こ とに
な る.こ れ はM.C.ケ ン プの導 い た 結 論 と同 じで あ る.Kemp,M・C・,TkePure
7'heoryofinternαtioηalTpta4e(Prentice-Hall,Inc.,1964),p.21,
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横軸に商品相対価格が 測 られてお り,(8)式で示 されるような 両者の関係が
図示 されている。その右側,つ ま り東南の領域においては,縦 軸は要素価格
比率で,横 軸はX財 産業への労働配分比重lxで あ り,⑫ 式の関係が表わ
(8)
されている。 上側の右半分,す なわち 東北の領域では,縦 軸が1人 当 りの
X財 とy財 の生産量が,⑯ 式 と⑰ 式で与え られるように,X財 産業への
労働配分比重 ら の関係として示 されている。
労働の配分比重を与えれば,各 財の(1人 当 り)生産量はそれぞれ決定 さ
れる。所与の生産関数 と要素賦存の下での.各 財生産量 の種々な組合わせが
生産可能曲線である。それゆえ,第1図 の北東の領域で図示 されている関係
か ら,われわれは生産可能曲線を導 くことができよう。 これは第1図 の北西
の領域で示 されてお り,横軸にはy財 の(1人 当 り)生産量,縦 軸にはx
財の(1人 当 り)生産量が測 られている。生産可能曲線abは 次のように し
て導かれる。 まず明らかなのは,x財 産業への労働配分比重が1の 場合に
は,X財 のみが生産 され,Y財 は生産 されないか ら,生産点は点aで 示 さ
れ る。 他方,X財 産業への労働の配分比重が ゼロのときは,X財 は生産 さ
れず,y財 のみが生産される。 このときのy財 の生産量は,補 助線の45度
線を利用すれば,横 軸のb点 で示される。 さ らに,い ま,X財 産業への労
働配分比重が ら,であった とすれば,各 財の生産量は それぞれ 梅 夕,であ
り,こ のときの生産量の組合せは,45度線上のC点 である。 なおC点 がa
点 と わ点を結ぶ直線 よりも左で上方にあることに 注意 しよう。 最後に,も
しx財 産業への労働配分比重が 砺 で与え られるな らば,x財 の生産量は
X」,Y財の生産量はYoで あ り,こ の生産量の組合せはA点 である。 この よ
うな操作を次々に行な うことに よって,わ れわれは生産可能曲線 αbを求め
ることができるのである。
第1図 で示 される4つ の 領域に よって,わ れわれは,今 や,商 品相対価
格←→要素価格比率←→労働配分比重←→各財の生産量ie・一・→生産可能曲線上
(8)ly=1-lxであ るか ら,簡 単 化 のた めにlyは 図示 され ていない.同 じことは,
したが って.図 の北東 の領域 につ い てもいえ る.
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の生産 点を知 ることがで きる。 た とえば,商 品相対価格が(P。/Py)oで与 え
られれば,要 素価格比率は ω。であ り,労 働配分比重は らoであ り,x財 と
Y財 の(1人 当 り)生 産量 はそれぞれx。 と ツ。であ り,こ の生産量 の組合
せは生産 可能曲線上 のA点 で示 され る。 もちろん,商 品相対価格(Px/Pの・
は生産点Aの 接線MMの(x軸 に対す る)勾 配に 等 しい ことは 容易に証
(9)
明で きる。 さて,(Px/Py)。を貿易開始前 の商品相対価格 と仮定 しよう。 そ
(10)
うすれば,生 産点 はAで あ り,ま た1人 当 りに直 した社会無差別 曲線(図
示 され ていない)は オ 点 で生産可能 曲線 と接す る。 それゆえ,封 鎖経済下
で はx財 をx。 量,Y財 をyo量 生産 し消賃す る。その ときの要素価格比 率
は ωoでx財 産業への労働配分比重は1。oである ことは 既 に述べた とお り
で あ る。
ところで,x財 のy財 に対す る価格が,国 際市場では(Px/Py)、で与 え
られ ていると仮定 しよう。(P。/Pv)o<(P。/Pv)1であるか ら,自 国はx財 に
比較優位を もつ。 さて,貿 易が開始 されても,自 国は国際商品価格に何 らの
影響 を及ぼ さない とすれば,国 内商品相対価 格は(Px/Py)・か ら(Px/・Pの1
へ と上昇す る。 その結果,要 素価 格比 率は ωoか ら ω、へ上 昇 し,x財 産業
への労働 配分比重 は1。・か ら ら、へ と増加す る。 そ してx財 の生産量 はXe
か らx、へ増加 し,y財 の生産量はv,。か らJi、へ と減少す る。そ のときの生
産点は生産 可能曲線上 のB点 で示 され る。新 らしい商品相対価格(P。/Pの1
はB点 と接す るII直 線で示 され てお り,こ の直線 はC点 で社会 無差別 曲
(・)均衡においては・島 畷 である・ところで・
dya(y/L)LdY-YdL
dxd(x,/L)LdX-XdL
で あ るが,し か し労 働 は 所 与 と仮 定 して い るか ら,dLニ0・ そ れ ゆ え,
aydYPx
伽4xPy'
⑩ 社 会 無 差 別 曲 線 は,各 財 の 消費 量 の 割 合が 所 得 水 準 で は な く商 品 相 対 価 格 のみ
に 依 存 し,さ らに 各 人 が 同 一 の嗜 好 を もつ か,ま た は 所 得 分 配 が 比 例 的 で あ るか
のい ず れ か が 充 た され れ ば,一 つ の 曲線 と して描 く こ とが で き る.本 稿 で も,こ
れ らの条 件 を 仮 定 して お く.SeeChipman,JohnS・,"ASurveyoftheTheo「y
ofIn七ernationalTrade:Part2,TheNeo-ClassicalTheory,"Econometrica,
vQl・33・no・4`(October,1965),P・695・
122 商 学 討 究 第22巻 第2・3号
線に接するとしよう。 そ うすると,自 国は(1人 当 り)CDのy財 を輸入
し,BDのX財 を輸出する。明 らかにC点 はA点 に較べて高い無差別曲
線上にあるか ら,貿 易を行な うことによって自国は利益を得 る。 これが標準
的な貿易モデルか ら出て くる結論に外な らない。以下において,わ れわれは
第1図 にもとついて国内市場に歪みが存在す る場合,す なわち,生 産要素の
産業間不移動や生産要素価格が硬直的である場合について分析 しよう。
皿 伸縮的要素価格下での産業間要素不移動の場合
前節では国内市場に何 らの歪みがない ときには,貿 易を行な うことによっ
て,生 産点はAか らBに,消 費点はAか らCに 移 り,そ の結果 として,
自国の経済厚生は高まることを考察 した。本節では,生 産要素価格は商品相
対価格の変化に伴なって変化するが,し か し生産要素の産業間での移動は円
滑には行なわれない場合に,生 産点は貿易の結果としてどこに決まるかを考
察 しよう。 ここでは 次の2つ のケースについて 考えてみたい。 すなわち,
(1)労働 も資本も共に産業間で移動 しないケース,(2)労働は産業間で移動す
るが,資 本は移動 しないケース,こ の2つ である。
1両 要素共に産業間不移動のケース
両要素共にX財 とY財 産業間で移動 しない場合に,生 産点はどこで決ま
るであろ うか。要素価格は共に伸縮的であると仮定 しているか ら,貿易の開
始によって商品相対価格が(P4Pの・か ら(P4Pの、に変化すれば,要 素価
格比率は ω。か ら ω、へと上昇する。 しか し,生産要素は両産業間で移動 し
ないのだか ら,労 働のX財 産業への配分比重は,新 らしK,{要素価格比率の
下においても,や は り1。。にとどまる。そ して資本も移動 しないのだか ら,
両財におけ る資本:労 働比率も旧要素価格比率に対応 したままである。それ
ゆえ,x財 とy財 の生産量は,貿 易開始前の水準XJとy。 に止まるであろ
う。すなわち,第2図 で示 してあるように,生 産点はA点 のままである。
しか し,このことか ら,直 ちに,要 素が産業間で移動 しないな らば,自 由
貿易は自国の経済厚生を高めない,と い うことにはな らない。なぜ な ら,商
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第2図
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品相対価格は 』点を通 る π 直線に よって与え られ,し たがって,こ の直線
(ll)
は貿易前 よりも高い無差別曲線とC'点 で接するであろ うか らである。 この
ωH.G.ジ ョソソソは貿易か らの利益 を次 の2つ に分解 して図示 してい る.す な
わ ち,一一一■つ は 「消費又 は交 換 の利益 」("theconsunptionorexchargegain")
であ り,こ れは卦鎖経 済下 の消費 点(し たが って生産点)を 通 る国際商 品相対 価
格線 と接す る無差別 曲線 の水準で示 され る.他 方,「生産又は特 化 の利益」("the
productionorspecializationgain")は,貿易 の結 果,生 産点 が移動す ること
か らもた らされ るものであ る.し たが って,要 素価 格伸縮下 の両要素不 移動 の場
合に は,生 産点は移動 しないか ら,貿 易か ら獲得 され る利益 は,単 に 「消費 また
は交換 の利益」 のみであ る.Johnson,H・G・,op・cit・,P・14・
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ときの経済厚生の水準は,明 らかに,何 らの歪みのないときに自由貿易下で
達成 される厚生水準 よりは低いが,し か し封鎖経済下で達成される厚隼水準
よりは高い。 この ことを逆に言えば,輸 入関税を賦課 して国内商品相対価格
を(Px/Pv)、か ら(Px/Pv)。に引き下げるとい う保護貿易政策は,生 産要素
が産業間で移動 しないとい う歪みが自国内で存在するに しても,自 由貿易下
で達成されたであろ う厚生水準 よりも低い 厚生水準をもた らす と結論され
る。すなわち,産 業間要素不移動 とい う歪みそれ 自体は,保 護貿易政策を採
用させ る根拠にはな らないのである。
2産 業間で労働のみが移動するケース
今度は,伸 縮的要素価格の下で,労 働のみが産業間で移動 し,資本は移動
しないという場合を考えてみ よう。前のケースと同 じように,商 品相対価格
が,貿 易の結果,(Px/Py)1になれば,要 素価格比率は ω1になる。 労働は
産業間で移動するのだか ら,第2図 に示 してあるように,要 素価格比率 ω、
に対応 してx財 産業への労働の配分比率はlx・か ら1。tに増加するであろ
う。 しか しなが ら,X財 産業への労働配分比重がlxiになったか らといっ
て,x財 の生産量が α'で,y財 の生産量が βtで決まるわけではない。な
ぜな ら,仮定に より資本は産業間で移動 しないか ら,X財 産業での労働雇用
量の増加はその産業での資本集約度を,要 素価格比率 ω、に対応 して決まる
それ よりも低め,他 方,y財 産業での 労働雇用量の減少は,そ の産業での
資本集約度を高めるか らである。それゆえ,X財 生産量は α'点よりも低い
(例えば)α 点,す なわちX.であ り,Y財 生産量は β'点よりも高い β点,
すなわちYβ である。 この生産量の組合せは生産可能曲線の内部のF点 で
示され る。貿易の結果》Y財 の生産量は増加 し,X財 の生産量は減少する。
貿易後の厚生水準は貿易前のそれ よりも高 くなる場合もあるし,また低 く
なる場合もあろ う。第2図 では,貿 易後の厚生水準はF点 を通るll曲線と
社会無差別曲線 との接点C"と して示 されているが,も ちろん,こ のときに
は厚生水準は増加 している。 しか しなが ら,F点 の位置が十分に内側になれ
ば,厚 生水準は貿易の結果低下す るであろう。だか ら,伸縮的要素価の下で
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労働のみが産業間で移動する場合には,関 税賑課とい う保護貿易政策は,自
国の経済厚生を自由貿易下のそれよりも高めるかも知れない し,そ うでない
くエ　ラ
か も知れ ないのであ る。
IV硬直的要素価格下での産業間要素不移動の場合
前節においては,伸 縮的な要素価格の下で,生 産要素の産業間移動が何 ら
かの理由で阻害 されているときに,生 産点がどこで決まり,そ して自由貿易
の経済厚生に 及ぼす効果を 考察 した。 本節では,産 業間要素不移動に加え
て,さ らに要素価格が硬直的であるという場合,要 素価格がX財 で測って
そ うなるとき,ま たはY財 で測ってそ うなるとき,さ らにはX財 とy財
の何 らかの組合せで測って硬直的であるときが考え られ よう。その上,こ れ
らの3つ の うちいずれかの方法で測 って,あ る生産要素価格は硬直的だが,
他の要素価格は伸縮的であるとい う場合 もあろう。それゆえ,わ れわれは様
々なケースを考えることができる。 しか し,こ こでは全てのケースを考察せ
ず,要 素価格比率が硬直的である場合について分析 しよう。要素価格比率が
硬直的であるとい うことは,各 要素価格が上に述べた3つ のケースのうちで
(13)
同一の方法で測って硬直的である,と 考えてもらえればよい。 さて,要 素価
格比率が硬直的で,さ らに要素の産業間移動についてのの次3つ のケースを
考え,そ れについて分析を進めたい と思 う。(1)両生産要泰共に産業間で移
動す る,② 両生産要 素共に産 業間 で移動 しない,(3>労働 は移動す るが資本
は移動 しない,と い う諸 ケースがそれである。
さて,要 素価格比率 が硬直的(同 じことだが,同 一の方法で測られた両生産要素
価格が硬直的)で あ るとい うことは,第3図 で示 してあ るよ うに,商 品相対価
働cf.]Harberler,G.,op.6#.,&Johnson,H。G.,ibia.
⑱ また は,硬 直 的 で な くて も,何 らか の理 由で 両 要 素 価 格 が 常 に 比 例 的 に動 くと
考 え て も よい.た とえば,両 要 素 問 の所 得分 配 を 常 に 一 定 に 保 つ よ うな政 策 が
exogen・uslyにと られ るな らば,要 素 価 格 比 率 は 一一定 に な る,
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第3図
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格が変化 しても,要 素価格比率は ω・の水準で一定であるか ら,`・。に垂直な
Z直線 として両者の関係を表わす ことができる。 自国が貿易に参加 した結果
として,商 品相対価格が(P。/Py)oから(P。/.Pの・に騰貴 した としよう。 も
し何 らの歪み も存在 しないな らば,最 適な要素価格比率は ω1であるが,し
か し要素価格比率硬直性の仮定により,要 素価格比率 と商品相対価格の組合
せはg点 ではな く,P点 で示される。P点 なg点 よりも上方でr点 よりも
左側にある,こ のことは,新 商品相対価格の下で次の2つ の式が成立す るこ
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く　の
とを意味する。
⑳ 罵 〉嬰+嬰,
eDP,〈㍗ 一+畢,
ただ しK。・Kv.はそれぞれX財 及びY財 産業で雇用されている資本量であ
る。上の2つ の式は,X財 産業においては価格が平均生産費 より大きいが,
Y財産業においては価格は平均生産費よりも小 さいことを意味する。各産業
は,そ の産業の産出物の価格が平均生産費と等 しいか大 きいときにのみ,生
産を行な うか ら,P点 においてはX財 は正常利潤よりも高い利潤で生産 さ
れるが,Y財 の生産は放棄される。(なお,も し 少点がg点 よりも下方で
r点よりも右側にあれば,X財 は生産されず,Y財 のみが生産される。)
以上のことか ら既に次のことは 明 らかである。 すなわち,産 業間で生産
要素が自由に移動するに しろ移動 しないに しろ,要 素価格不変の下では,労
働集約的なX財 の価格が資本集約的なy財 の価格 よりも騰貴す るな らば,
y財 の生産は放棄 され,X財 のみが生産 され るであろう。 しか し,どれだけ
のX財 が生産 され るかは,生 産要素の移動性に依存 してきまる。 このこと
を上述の3つ のケースについて順次考察 しよう。
⑭P点 にお いては,
島8'一 〉}
Py ∫'
であ る.こ の式を書 きかえ ると,
恥 雫 一解{チ 賊ー}
一學{ω+局
=了{ω 十妬}
一礁{ω 瑚
確 躍WLx=
x+Vx『
とな る.こ れが ⑳ 式であ り,⑳ 式 につ いて も同様であ る.
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1両 生産要素共に移動す る場合
硬直的要素価格比率の下で,生 産要素が移動する場合には,X財 産業への
労働配分比重は1。・か ら1ま で増加す る。 しか しなが ら,x財 はa点 で示
される水準では生産されない。 なぜなら,両 生産要素がX財 産業に全て吸
収 され るためには,要 素価格比率が所与の ω・よりも高い水準(要素価格比率
変動可能の極大水準)でなければならないか らである。X財 は労働集約的であ
るか ら,所与の ω・で全ての労働は雇用されるであろ うが,資 本の一部は利
用されないで残 るであろ う。 それゆえ,X財 の生産量はi点 に対応するXi
であ り,D点 で示 されている。
では,貿 易の結果,自 国の厚生水準は増加す るであろ うか。答えは,一 義
的ではない。第3図 で示 された ような場合には,貿 易は 自国の厚生水準を高
めるであろ う。 しか しなが ら,貿 易開始前の国内相対価格 と国際商品相対価
格 との差が小さければ小さいほど,自 由貿易は 自国の厚生水準を貿易前のそ
れ よりも低 くな らしめる 可能性が 大 きくなるであろ う。 前者の場合であれ
ば,保 護貿易政策は最適なものでぼないが,後 者の場合には採用されてもよ
いであろう。 しか し注意すべきことは,た とえ後者の場合においてさえ,保
護貿易政策によって自国が達成可能な厚生水準 まで到達するのではない,と
い うことである。 む しろ,Y財 の生産を 可能な らしめるような 何 らかの政
策,た とえば補助金政策等を採用す るならば,自 国の経済厚生は一層高まる
であろ う。
2両 生産要素共に移動 しない場合
両生産要素が共に移動 しないな らば,貿 易が行なわれてもX財 産業への
労働配分比重は変化 しない。そ して,わ れわれの仮定の下では,y財 はもは
や生産 されな くなるか ら,生 産点はX軸 のX。点,す なわちE点 で示 され
るであろう。 このケースでは,ケ ース(1)と同 じく自由貿易は 自国の厚生水
準を高める場合 もあれば,低 める場合 もある。それゆえ,関 税賦課 とい う保
護貿易政策は必 らず しも自国の厚生水準を高めるとは限 らない。
3労 働は移動す るが資本は移動 しない場合
産業間で労働は移動す るが資本は移動 しないとすれば,労 働はX財 産業'
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に全て投入されるが,Y財 産業が放棄 される結果 として,y財 産業で使用さ
れていた資本は全て利用されずに残 るであろう。X財 産業における資本:労
働比率は上のケース(1)のそれ よりも低 くなる。 それゆえ,X財 の生産量は
あ よりも低い 筋 の水準になろ う。 この場合に も,自 由貿易は自国の厚生水
準を高めることもあるし,そ うでないときもあろ う。換言すれば,保 護貿易
政策は必 らず しも自国の厚生水準を,自 由貿易下のそれ よりも高めることは
　　
必 らず しもいえないので ある。
Vむ す び
以上,わ れわれは商品相対価格←→要素価格比率←→労働配分比重←→各
財生産量←→生産可能曲線とい う一連の関係を 図示 した。 この図に 基づい
て,要 素価格比率一 →労働配分比重 との間に歪みが存在す る場合,ま た,商
品相対価格一 →要素価格比率の間に歪みがある場合に,各 財生産量の組合せ
が どうなるか,そ して 自由貿易又は保護貿易の ウェルフェア ・インプリケー
シヨンは どうか,と い うことを分析 した。
まず明 らかなことは,生 産要素価格は伸縮的だが,両 生産要素共に移動 し
ないときには,自 由貿易は 自国の厚生水準を高めるであろうとい うことであ
る。それゆえ,そ のような要素市場での歪みは,自 由貿易を否定 し,保護貿
易を推奨す る根拠 とはならない。 しか しなが ら,要素価格伸縮性の下で労働
のみが移動するならば,自 由貿易は必 らず しも自国の経済厚生を高めるとは
限 らない。
他方,要 素価格(比 率)が 硬直的であるな らば,た とえ両生産要素が産業
間で移動するに しても,輸 入可能財の国内生産は行なわれな くな り,その産
'業で集約的に 使用されている 生産要素の一部は 利用されないで残 る。 そ し
て,自 由貿易は自国の厚生水準を高める場合もあるし,そ うでない場合 もあ
㈱ なお,本節の諸ケースの場合には,X財産業は超過利潤を得ているのであるか
ら,も しy財 産業への補助金政策が必要であるならば,そ の補助金はX財 産業
の超過利潤か ら引き出すことが可能である,こ の点が,前 節のケース(2)とは大
いに異なる点であろう.
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る。 この結論は,要 素価格硬直性が生産要素の産業間不移動と併存す る場合
にも妥当する。 これ らのケースにおいては,自 由貿易が厚生水準を高めるか
否かは,自 国の厚生関数,そ して貿易時の国内商品相対価格 と国際商品相対
価格 との格差に依存 してきまるであろ う。
以上の分析か ら既に明らかになったように,国 内市場に何 らかの歪みが存
在するときには,第3図 でいうと,生 産点はAEaで 囲まれ る領域内のどこ
かに位置する。 この場合,A点 は含まれ るし,またEα 線も含まれ るが,し
か しAaの 線は含まれない。それゆえ,A点 以外のAEa領 域内では,自 由
貿易が経済厚生を高める場合もあれば,低 める場合もある。換言すれば,こ
のときには関税賦課 とい う保護貿易政策に よって,自 国の経済厚生を高める
場合もあれば,そ うでない場合 もある。 しか し,た とえ保護貿易政策に よっ
て経済厚生を高め うるに しても,そ の水準は他の政策(補 助金政策等)に よ
って到達 しうる水準 よりも低いであろ う。その意味で,関 税賦課 という保護
貿易政策は最適な政策ではない。
最後に付言 しておきたい。われわれは以上の分析を通 じて通常の社会無差
別曲線に基づいて厚生の変化を論 じてきた。 しか し,各種の政策を採 るにあ
たっては,た だ単により高い社会無差別曲線を 目指すだけではな く,その他
の非経済的要因(non-economicfactors)1,こも考慮をは らうであろ う。 第3
図か ら明 らかなように,要 素価格(比 率)硬 直性とい う歪みが存在す る場合
には,自 由貿易は自国を不完全雇用の下での完全特化に陥れるであろう。も
し,完全雇用又は不完全特化(生 産の多様化)と い う要因が,社 会厚生関数
の中にポジテ ィブな形で含まれ るとするな らば,明 らかに,要 素価格硬直性
の下での自由貿易は,そ の意味での自国の厚生水準を低めるとい うことにな
く　の
る で あ ろ う。
(1971,8.9)
⑯ な お,こ の よ うなNon-EconomicObjectivesを 達 成 す る に あ た っ て の 最 適
干 渉 に つ い て は.と くに 次 を 参 照 せ よ.Bhagwati,J・N・,andsrinivasan,T・N・,
"OptimalInterventiontoAchieveNon-EconomicObjectives,"丑6吻of
Economicst2`dies,voLxxxvI(1),no.105(January,1969).
